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指摘割合が増えている。他方で財務体質強化の指摘割合は 30％で全業種平均（28％）より高く、業況

判断の次期見通しが 9 ポイントの悪化で再び水面下へ急落となっている状況に対応した動きといえる。

製造業では差別化戦略と新機軸による受注開拓を目指した「付加価値の増大」と「新規事業の展開」

の指摘割合が引き続き高率であり、「人材確保」の指摘割合が 4 期連続で増えた。流通・商業は新規受

注確保、付加価値の増大、新規事業の展開、社員教育の比重が相対的に高い。サービス業では景況改

善を反映して経営力強化のための「社員教育」「財務体質強化」「情報力強化」と「人材確保」が重視

されている。

社員教育重視を基本とするも地域別・規模別に特徴を持った経営上の力点
　地域経済圏別特徴として北海道・東北では人件費と人件費以外の経費節減が全体平均より 5 ポイン

ト高く、情報力強化の比重も高い。関東は機械系の比重が高いので研究開発の比重が相対的に高く、

財務体質強化に力点が強く置かれており、人材確保の比重は前期より 5 ポイント低下した。北陸・中

部は引き続き新規受注確保が高く、人材確保に注力しており、逆に社員教育と財務体質強化の比重が

相対的に低い点が注目される。近畿では景況回復の立ち遅れを反映して新規受注の確保の比重が高く、

得意分野の絞り込みに活路打開努力が注力される一方、新規事業の展開は低下した。中国・四国は他

地域と比べると社員教育と人材教育の指摘割合は高く、情報力強化の比重が大きく伸びた。九州・沖

縄では人件費と人件費以外の経費節減の比重は低下したが、人材確保、新事業展開の割合が相対定的

に高くなっている。今期の地域間での経営努力の力点は震災復興事業への関与度の違い、産業構造上

の特徴に規定されて多様性を持っている。

　また景況感の規模別相違を反映して規模間の力点の相違が顕著である。傾向的に規模が小さくなる

ほど新規受注確保、得意分野の絞り込み、財務体質強化、情報力強化の比重が相対的に高くなっている。

逆に規模が大きくなるほど社員教育、新規事業の展開に力点が強く置かれている。なお基本的トレン
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頒価　200 円
※ DOR（ドール）とは DOyukai Research の頭文字をとっ

たものです。

ドとしては、社員教育、人材確保、財務体質強化が水準・傾向ともに高まってきている。個々の経営

が直面する課題の相違点は生産・流通・販売のサプライ・チェーンの流れの中で規模別に異なった役

割を担っており、景況回復度と基本課題に違いが生じているので力点の置き所の相違が生じている。

リーマン・ショック以降の長期的トレンドとしては、人件費・それ以外の経費削減は低下傾向を示して

おり、経費の無駄削減では打つべき手は打ったという状況にある。これに対して危機管理の基本であ

る財務体質強化は微増傾向を持続しており、攻めの経営の切り札となる人材確保・社員教育の指摘割

合は着実に高まっている。こうした力点の実現可能性に関して、経営指針に関するオプション調査結

果をみると、経営指針を血肉化している会員企業では「人材の育成に繋がった」（39％）、「顧客ニーズ

に対応した企画力・営業力向上」（36％）という効果が確認されるとともに、採算上昇、金融機関との

関係良好化、売上増大、付加価値増大などの財務体質改善効果も顕著である。今回の調査で見る限り、

経営指針策定・実践度に関して地域別では近畿と九州・沖縄での相対的な立ち遅れが目につく。経営

指針に基づく理念型経営体質の確立は、地域特性を活かした循環型産業振興（中小企業振興基本条例）

と持続可能な日本経済づくり（中小企業憲章）の必須要件である。

ＤＯＲ100号記念アンケートについて
2012年4～6月期DORのオプション調査として実施した「DOR100号記念アンケート」に650件の回答をいただきま
した。ご協力いただいた皆様に感謝申し上げます。集計結果については「中小企業家しんぶん」に掲載予定の他、
「DOR100号記念行事」（下記に詳細）での報告を予定しています。皆様のご参加をお待ちしています。

ＤＯＲ100号記念行事（公開シンポジウム）開催のご案内
日　時：2012年8月7日（火）13時30分～17時30分（終了後に懇親会を開催します）
会　場：立教大学池袋キャンパス8号館2階　8202号室 

（詳しくは立教大学ホームページをご覧ください）http://www.rikkyo.ac.jp/access/ikebukuro/campusmap/
参加費：無　料
懇親会：終了後に開催します。会費5,000円を当日申し受けます。参加申し込みの際、懇親会出欠の有無をお知らせ下さい。
プログラム：
＜第１部　講演＞　中小企業経営者は時代をどう読んでいるか

講演：田浦　元（拓殖大学）
報告：野水俊夫（千葉同友会）、橋本勝（群馬同友会）
講演：菊地　進（立教大学）

＜第２部　シンポジウム＞　調査活動から見えてくる中小企業経営と地域の未来
基調報告１：愛媛県東温市中小企業振興基本条例と1359社の全企業訪問調査の意義
鎌田哲雄（愛媛同友会）、和田寿博（愛媛大学）
基調報告２：宮崎県口蹄疫被害からの復興と、地域産業連関分析で見えてきたこと
中村昭人（宮崎同友会）、根岸裕孝（宮崎大学）
コーディネータ：植田浩史（慶應義塾大学）

申　込：同友会会員は所属同友会事務局を通してNetPROよりお申込みください。
　　　　一般の方は中同協事務局（中平、松井）にお申し込みください。
　　　　Tel：03-5215-0877　Fax：03-5215-0878  E-mail：center@doyu.jp
　　　　お申込みの際に懇親会の出欠をお知らせください。


